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Ⅰ︓策定にあたって ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．３ 
 １ 策定趣旨 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ３ 

 ２ 策定主体 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ４ 

 ３ 計画期間 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ４ 

 ４ 周知・公表 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ４ 

 

 

Ⅱ︓状況把握．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．５ 
１ 本市における障がい者雇⽤の取り組み 

（１）障がい者採⽤選考の実施  ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．５ 

（２）チャレンジドオフィスいちかわの設置 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．５ 

２ 現状の把握 

（１）障がい者雇⽤率の状況 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７ 

（２）職場定着の状況 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．８ 

（３）職員アンケート結果 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．９ 

  

⽬ 次 
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Ⅲ 障がい者の活躍推進に向けた⽬標および具体的な取り組み ．．．．１１ 

施策体系 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１１ 

1  障がい者の活躍を推進する体制整備  

 ■満⾜度に関する⽬標 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１３ 

■具体的な取り組み 

① 推進体制の整備 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１３ 

② 相談先の確保 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１４ 

③ 職員の理解・意識啓発 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１５ 

 

２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

■定着に関する⽬標 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１６ 

■具体的な取り組み 

  職務の選定・マッチング ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１６ 

 

３ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・⼈事管理 

 ■採⽤に関する⽬標 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１７ 

■具体的な取り組み 

① 職場環境等の整備 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１７ 

② 障がい特性に配慮した募集・採⽤の実施  ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１８ 

③ 会計年度任⽤職員としての採⽤ ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１８ 

④ 特別⽀援学校の⽣徒を対象とした職場実習の受⼊れ ．．．．．．．．．．．．１８ 

⑤ 障がいのある職員の確保と把握 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１９ 

⑥ 働き⽅の充実 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１９ 

⑦ キャリア形成の⽀援 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．２０ 

⑧ 関係機関との連携 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．２０ 

４ その他 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．２０ 

 

 

 
  

「害」の表記については、法令等の名称及び法令等で定められている⽤語などで漢

字表記が使⽤されている場合、または、機関、団体等の固有名詞が漢字表記となって

いる場合を除き、原則として平仮名で記載しています。 
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Ⅰ︓策定にあたって                             

 

 

○ 令和元年６⽉、「障害者の雇⽤の促進等に関する法律」が改正され、国及び地⽅公

共団体が率先して障がい者を雇⽤する責務が明⽰されるとともに、厚⽣労働⼤⾂

が作成する指針に即して、「障害者である職員の職業⽣活における活躍の推進に関

する取組に関する計画」を作成することとされました。 

○ これを受け、本市においては、令和２年度から令和４年度までの３年間を計画期間

とする「（第⼀次）市川市障がい者活躍推進計画」（以下「第⼀次計画」という。）

を策定し、当該計画に基づき、障がいのある職員の活躍の推進に関する施策を推進

していますが、⼀定の成果がでている⼀⽅で、課題も⾒えてきています。 

○ そこで、庁内関係各課で構成する「市川市障がい者活躍推進計画策定等委員会」を

設置し、当該委員会における審議を踏まえたうえで、障がいのある職員の活躍をさ

らに推進できるよう、⽬標項⽬・数値については第⼀次計画のものを踏襲しつつ、

⾒えてきた主な課題に対応する新たな取り組みを盛り込んだ「第⼆次市川市障が

い者活躍推進計画」を策定いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 策定趣旨 
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○ 「第⼆次市川市障がい者活躍推進計画」は、障害者雇⽤促進法第７条の３第１項の 

規定に基づき、市川市の各任命権者（市川市⻑、市川市議会議⻑、市川市選挙 

管理委員会、市川市代表監査委員、市川市農業委員会、市川市教育委員会、 

市川市消防局⻑）が作成する法定計画です。 

 

 

○ 令和５年度から令和９年度までの５年間を計画期間とします。 

○ なお、計画期間内においても、毎年度、取組状況等を把握・検証し、 

それらの結果を踏まえ、必要に応じて計画の⾒直しを⾏います。 

 

 

○ 策定⼜は改定を⾏った計画は、イントラネットへの掲載等により、全ての 

職員に対して周知するとともに、市公式 Web サイトに掲載するなど、適切な⽅法

で公表します。 

○ また、⽬標達成状況や計画に掲げる取組の実施状況等についても、毎年度、 

市公式 Web サイトに掲載するなど、周知・公表します。 

 

２ 策定主体 

３ 計画期間 

４ 周知・公表 
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Ⅱ︓状況把握                               

 

 

（１）障がい者採⽤選考の実施等 

○ 本市では、平成１６年度から⾝体障がい者⼿帳の所持者を対象とする採⽤選考を

実施してきました。 

○ 令和元年度からは、療育⼿帳及び精神保健福祉⼿帳の所持者についても受験可能

とするよう対象を拡⼤し、令和２年４⽉から採⽤を開始しています。 

※障がい者を対象とした職員採⽤選考実施状況 

選考実施年度 

（採⽤年度） 

H30 

(H31 採⽤) 

R1 

(R2 採⽤) 

R2 

(R3 採⽤) 

R3 

(R4 採⽤) 

R4 

(R5 採⽤) 

受験申込者数 １３⼈ ２３⼈ ４７⼈ ５６⼈ ２４⼈ 

採⽤者数 ２⼈ １⼈ １⼈ ３⼈ ２⼈ 

 

（２）チャレンジド オフィス いちかわの設置 

○ 平成 23 年 4 ⽉から、市川市在住の⽅で、障がいの区分に関わらず全ての障がい

者を対象に⾮常勤職員（会計年度任⽤職員）として雇⽤し、就労する機会を設け、

⼀般企業等への就労へと繋げる「チャレンジド オフィス いちかわ」を設置し、

障がい者雇⽤に取り組んでいます。 

１ 本市における障がい者雇⽤の取り組み 
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○チャレンジド オフィス いちかわの概要 

(令和５年３⽉現在) 

 
市川市役所 
第１庁舎 

市川市役所 
第２庁舎 

市川市⽴須和⽥の丘
⽀援学校 

定員 ８名 ４名 １名 

⾝分 会計年度任⽤職員 

勤務時間 週５⽇ ３０時間 

報酬 ⽉額１２万円程度（令和５年３⽉） 

職務内容 

メールデリバリー、⽂書封⼊、宛名貼り、印刷物等の修
正、判⼦押印、資料組み、仕分け作業、シュレッダー作
業、会場設営や簡単な清掃など、庁内の各課からの依
頼に応じて多種多様な業務を⾏っています。 

主に資料の印刷・組み、
教材作り、授業の準備や
後⽚付けなどの様々な学
習補助とともに、作業室な
どの清掃、校庭の草取り、
植物等への⽔遣りなどの施
設管理補助を⾏っていま
す。 

⽀援体制 
再任⽤職員 ２名 
就労指導員 ２名 

再任⽤職員 １名 
就労指導員 １名 就労指導員  １名 

 

○⺠間企業等への就労実績 

(令和５年３⽉現在) 

採⽤者数 退職者数（A） 就職者数（B） 就職率（B/A） 

３８名 ２９名 ２３名 ７９．３％ 
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（１）障がい者雇⽤率の状況 

○ 障害者雇⽤促進法では、障がい者の雇⽤義務等に基づく雇⽤の促進等、障がい者

の職業の安定を図ることを⽬的としています。そのため、地⽅公共団体の責務

は、「⾃ら率先して障がい者を雇⽤するように努めなければならない」とされ、

障がい者の雇⽤の場の確保に向けて、⺠間企業等よりも⾼い法定雇⽤率が設定さ

れています。 

○ 本市における、令和４年６⽉１⽇現在の雇⽤率は、次のとおりとなっています。 

〔令和４年６⽉１⽇現在の雇⽤率〕      

任命権者 法定雇⽤率 法定雇⽤障がい者数の 
算定基礎となる職員数 

障がい者 
雇⽤数 実雇⽤率 

市⻑部局 2.6％ 2,737 ⼈ 75.5 ⼈ 2.76％ 

教育委員会 2.6％ 662 ⼈ 19.5 ⼈ 2.95％ 

※本市にて障害者任免状況の通報の対象となっている任命権者のみ掲載 

 

 

 

 

 

２ 現状の把握 
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（２）職場定着の状況 

○ 障がい者の活躍を推進していくためには、市が率先して採⽤に取り組むととも

に、障がいのある職員が安⼼して働ける環境づくり等を通じて、職場定着を図

っていくことが重要です。 

〔本市における障がいのある職員の職場定着の状況〕 

採⽤１年後の定着率 ※ 

１００％ 
※ 対象：「障がいのある人を対象とした職員採用選考（平成 26 年度～令和 4 年度）」採用者 

 

（参考１）⺠間企業等における状況 

・⺠間企業等における採⽤１年後の障がい者の職場定着率 ※ 

⾝体障がい者 精神障がい者 知的障がい者 

60.8％  49.3％ 68.0％ 
※ 参考︓「障害者の就業状況等に関する調査研究」 

（平成 29 年度（独法）⾼齢・障害・求職者雇⽤⽀援機構 障害者職業総合センター） 
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（３）職員アンケート結果 

○ 障がいのある職員が活躍しやすい職場環境を整えるため、障がいのある職員を 

対象にアンケートを実施しました。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

Q１．現在の職場で働いていることについての全体的な満足度 

 満⾜ やや満⾜ やや不満 不満 ⼩計 どちらでもない 合計 

市⻑部局 
10 ⼈ 6 ⼈ 1 ⼈ 4 ⼈ 21 ⼈ 2 ⼈ 23 ⼈ 

47.6% 28.6% 4.8% 19.0%    

教育委員会 
8 ⼈ 3 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈ 11 ⼈ 0 ⼈ 11 ⼈ 

72.7% 27.3% 0% 0%    
 

Q２．現在の仕事内容 

 満⾜ やや満⾜ やや不満 不満 計 どちらでもない 合計 

市⻑部局 
7 ⼈ 10 ⼈ 1 ⼈ 3 ⼈ 21 ⼈ 2 ⼈ 23 ⼈ 

33.3% 47.6% 4.8% 14.3%    

教育委員会 
7 ⼈ 3 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈ 10 ⼈ 1 ⼈ 11 ⼈ 

70.0% 30.0% 0% 0%    
 

Q３．現在の業務量 

 満⾜ やや満⾜ やや不満 不満 計 どちらでもない 合計 

市⻑部局 
7 ⼈ 6 ⼈ 1 ⼈ 5 ⼈ 19 ⼈ 4 ⼈ 23 ⼈ 

36.8% 31.6% 5.3% 26.3%    

教育委員会 
8 ⼈ 1 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈ 9 ⼈ 2 ⼈ 11 ⼈ 

88.9% 11.1% 0% 0%    
 

■実施時期︓令和４年３⽉ 

■実施⽅法︓Web ⼜は紙による回答（回答及び所属・⽒名の記載は任意） 

■対象者︓障害者⼿帳の交付を受けている正規及び会計年度任⽤職員 

■回答率︓全体     41.0％（34 ⼈／83 ⼈） 

市⻑部局  37.1％（23 ⼈／62 ⼈） 

教育委員会 52.4％（11 ⼈／21 ⼈） 
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Q４．物理的な作業環境（スペースや動線の確保等） 

 満⾜ やや満⾜ やや不満 不満 ⼩計 どちらでもない 合計 

市⻑部局 
8 ⼈ 3 ⼈ 4 ⼈ 3 ⼈ 18 ⼈ 5 ⼈ 23 ⼈ 

44.4% 16.7% 22.2% 16.7%    

教育委員会 
6 ⼈ 2 ⼈ 2 ⼈ 0 ⼈ 10 ⼈ 1 ⼈ 11 ⼈ 

60.0% 20.0% 20.0% 0%    
  

Q５．職場内での相談環境（相談できる環境か、相談先・方法の周知があるか等） 

 満⾜ やや満⾜ やや不満 不満 ⼩計 どちらでもない 合計 

市⻑部局 
7 ⼈ 5 ⼈ 1 ⼈ 3 ⼈ 16 ⼈ 7 ⼈ 23 ⼈ 

43.8% 31.3% 6.3% 18.8%    

教育委員会 
6 ⼈ 4 ⼈ 1 ⼈ 0 ⼈ 11 ⼈ 0 ⼈ 11 ⼈ 

54.5% 36.4% 9.1% 0%    
 

Q６．勤務する上での障がいへの配慮（障がい特性に応じた分担や業務指示等） 

 満⾜ やや満⾜ やや不満 不満 ⼩計 どちらでもない 合計 

市⻑部局 
8 ⼈ 4 ⼈ 0 ⼈ 4 ⼈ 16 ⼈ 7 ⼈ 23 ⼈ 

50.0% 25.0% 0% 25.0%    

教育委員会 
6 ⼈ 1 ⼈ 0 ⼈ 1 ⼈ 8 ⼈ 3 ⼈ 11 ⼈ 

75.0% 12.5% 0% 12.5%    
 

【職員アンケート結果の総評について】 

職員アンケートの結果より、全体的な満⾜度については、市⻑部局および教育委員会ともに、 

「どちらでもない」と回答した職員を除き、「満⾜」⼜は「やや満⾜」と回答した職員の合計の割合が 

７割を超え、概ね満⾜度は保たれていることが分かった。 

 その⼀⽅で、「不満」⼜は「やや不満」の回答理由からは、「職員の障がいについての配属先部署と

の情報共有のあり⽅」「障がいを踏まえた業務内容・業務量の調整のあり⽅」といった課題が⾒えてき

たため、第⼆次市川市障がい者活躍推進計画では、これらの課題に対応するための取り組みを新た

に盛り込む必要があるとの認識に⾄った。 
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Ⅲ︓障がい者の活躍推進に向けた⽬標および具体的な取り組み          

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策体系    ★︓新規 

 １ 障がい者の活躍を推進する体制整備 

 ２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

 ① 推進体制の整備 

 ① 相談先の確保 

 ② 職員の理解・意識啓発 

「障害者雇⽤推進者」の選出 

「障害者職業⽣活相談員」の選出 

障がいのある職員の多様な相談先の確保  

所属担当者の相談先の確保  

配属先の部署と障がいのある職員との相互理解 

外部セミナー・講習会等の活⽤ 

 ① 職務の選定・マッチング等 

【全任命権者】 

【市⻑部局及び教育委員会】 

【市⻑部局及び教育委員会】 

【市⻑部局及び教育委員会】 

（１）組織⾯ 

（２）⼈材⾯ 

採⽤後の配属先部署への情報提供 ★ 

「障がいを理由とする差別の解消に関する研修」の内容の⾒直し ★ 



- 12 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ３ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・⼈事管理 

 ① 職場環境等の整備 

障がい特性に配慮した就労⽀援機器の導⼊等 

⾯談等を通じた必要な配慮等の把握 

年次休暇等の取得促進  

 ⑥ 働き⽅の充実 

多様で柔軟な働き⽅の推進  

【市⻑部局及び教育委員会】 

 ② 障がい特性に配慮した募集・採⽤の実施 

【市⻑部局及び教育委員会】 

 ③ 会計年度任⽤職員としての採⽤ 

【市⻑部局及び教育委員会】 

 ④ 特別⽀援学校の⽣徒を対象とした職場実習の受⼊れ 

【市⻑部局及び教育委員会】 

【市⻑部局及び教育委員会】 

 ⑦ キャリア形成の⽀援 【市⻑部局及び教育委員会】 

 ⑧ 関係機関との連携 【市⻑部局及び教育委員会】 

 ４ その他 【全任命権者】 

 ⑤ 障がいのある職員の確保と把握 ★ 

募集・採⽤プロセスの改善 ★  

職員の障害者⼿帳の保持状況の把握 ★  

障がいのある職員の配属先部署への調査の実施 ★ 

【市⻑部局及び教育委員会】 
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■満⾜度に関する⽬標 

任命権者 

（部局） 
⽬標項⽬ 

実満⾜度 
(令和４年３⽉末現在) 

⽬標 

市⻑部局 障がいのある職員の 

職務の満⾜度 

７６.２％ 
１００％ 

教育委員会 １００％ 

※ 全体的な満⾜度の評価のうち、「どちらでもない」と回答した職員を除き、「満⾜」⼜は「や
や満⾜」と回答した職員の合計の割合 

※ 満⾜度の把握については、令和 6 年度（初年度取組実施後）、令和 8 年度（次期
計画策定の前年度）に⾏います。 

■具体的な取り組み 

（１）組織⾯ 

① 推進体制の整備                  【全任命権者】 

○ 「障害者雇⽤推進者」の選出                 

障害者雇⽤促進法に基づく、「障害者雇⽤推進者」を選任し、障がい者雇⽤の促進

等の責任者に位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

１ 障がい者の活躍を推進する体制整備 

「障害者雇⽤推進者」の主な業務  
① 障がい者の雇⽤の促進及び継続を図るため、施設⼜は設備の設置⼜は整備その他の諸

条件の整備を図るための業務  
② 障がい者活躍推進計画の作成及び障がい者である職員の職業⽣活における活躍の推進

に関する取組の円滑な実施を図るための業務  
③ 対象障がい者の採⽤に関する計画（以下、「障がい者採⽤計画」という。）の作成及

び当該計画の円滑な実施を図るための業務  
④ 障がい者採⽤計画の適正な実施に関する勧告並びに対象障がい者及び特定⾝体障がい

者の確認の適正な実施に関する勧告を受けたときは、当該勧告に係る厚⽣労働省との
連絡に関する業務  

⑤ 厚⽣労働⼤⾂に対する対象障がい者である職員の任免に関する状況の通報及び公表  
⑥ 障がい者を免職する場合における公共職業安定所⻑への届出の業務 
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（２）⼈材⾯ 

① 相談先の確保              【市⻑部局及び教育委員会】 

○ 「障害者職業⽣活相談員」の選出 

障害者雇⽤促進法に基づく、「障害者職業⽣活相談員」を選任し、障がいのある職

員の職業⽣活に関する相談等を⾏います。また、障害者職業⽣活相談員について、

障害者職業⽣活相談員資格認定講習の受講を促します。 

○ 障がいのある職員の多様な相談先の確保 

組織内の⼈的サポート体制（障害者雇⽤推進者、障害者職業⽣活相談員等）を整備

し、必要に応じて組織外の関係機関（千葉労働局、公共職業安定所、障がい者が利

⽤している⽀援機関等）と連携体制を構築し、各種相談先等を整理します。 

○ 所属担当者の相談先の確保 

障がいのある職員に関する相談等について、⼈事課及び教育総務課（以下、「⼈事

課等」という。）が対応します。  

また、⾝体的健康・精神的健康及び配慮事項や職務に当たっての留意点等につい

て、⼈事課等と連携し、職員課健康管理担当室が相談に対応します。  
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② 職員の理解・意識啓発          【市⻑部局及び教育委員会】 

○ 配属先の部署と障がいのある職員との相互理解 

障がいのある職員を採⽤するにあたり、必要な配慮の確認や適切な業務分担等の

参考とするため、可能な範囲で、配属先の部署の職員と勤務する障がいのある職

員との相互理解を図ります。 

○ 採⽤後の配属先部署への情報提供 

採⽤後も、障がいのある職員の希望に応じて、状況の変化（本⼈や配属先部署の管

理職職員の⼈事異動等）が⽣じる際に、必要な配慮の確認や適切な業務分担等の

参考とするため、配属先部署への情報提供を⾏います。 

○ 外部セミナー・講習会等の活⽤ 

障がいのある職員が配属されている部署の職員を中⼼に、障がいに関する理解の

促進や職場における適切な⽀援の実施のため、外部機関が実施するセミナー、講

習会及び厚⽣労働省による「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」等の周

知・活⽤を図ります。 

○ 「障がいを理由とする差別の解消に関する研修」の内容の⾒直し 

障がいのある市⺠だけでなく、障がいのある職員に対しても、不当な差別的取り

扱いの禁⽌と合理的配慮の提供が徹底されるよう、「障がいを理由とする差別の解

消に関する研修」について、障がいのある職員と⼀緒に働くという視点を加えた

内容に拡充します。 
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■定着に関する⽬標 

⽬標項⽬ 
実定着率 

(令和４年 6 ⽉ 1 ⽇現在) 
⽬標 

採⽤１年後の定着率※ １００％ １００％ 

※ 対象︓「障がいのある⼈を対象とした職員採⽤選考」で採⽤となった職員をいう。 
※ 採⽤選考は市⻑部局で⼀括して実施し、選考後に配属先を決定していることから、 

市⻑部局以外で任命権者における独⾃⽬標の設定なし。 

■具体的な取り組み 

① 職務の選定・マッチング         【市⻑部局及び教育委員会】 

○ 障がいのある職員の配属先の検討に当たっては、採⽤時の⾯接等を通じて、⼀⼈

ひとりの特性・能⼒等の把握に努め、できる限り本⼈に合った業務の割振り⼜は

職場への配置に努めます。  

○ 配置後においても、障がい者本⼈の職務遂⾏状況や習熟状況に加え、障がいの種

別・特性に応じた様々な配慮を講じつつ、⾃⼰申告や所属・⼈事課等による⾯談等

により、現在の障がいの状況や職務・勤務地の希望等を把握し、適切なマッチング

を⾏います。 

○ また、現に勤務する障がいのある職員の能⼒や希望も踏まえ、組織内アンケート

等を活⽤した職務の選定及び創出について検討します。 

○ 「チャレンジド オフィス いちかわ」において全庁的な調査を⾏い、障がいのあ

る職員に適した業務の掘り起こし等を⾏います。 

２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 
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■採⽤に関する⽬標 

任命権者 

（部局） 
⽬標項⽬ 

実雇⽤率 
(令和４年 6 ⽉ 1 ⽇現在) 

⽬標 

市⻑部局 障がい者 

雇⽤率 

2.76％ 毎年 6 ⽉ 1 ⽇時点の

法定雇⽤率に 0.2％

を加えた値 教育委員会 2.95％ 

 ※ 市⻑部局および教育委員会以外の任命権者においては、障がい者雇⽤の推進に 

関する理解を促進することを⽬標とする。 

■具体的な取り組み 

① 職場環境等の整備            【市⻑部局及び教育委員会】 

○ 障がい特性に配慮した就労⽀援機器の導⼊等     

障がいのある職員の要望等を踏まえて就労⽀援機器等の導⼊など、新たな環境整

備に努めます。 

○ ⾯談等を通じた必要な配慮等の把握         

職務選定やハード・ソフトの両⾯において働きやすい環境を整えるため、⼈事評

価や⾃⼰申告、所属・⼈事課等による⾯談等を通じ、必要な配慮等を把握し、⼈事

異動における配慮や働きやすい職場環境の整備等に努めます。 

○ 障がいのある職員の配属先部署への調査の実施         

障がいのある職員が活躍するための環境整備を進めていくため、障がいのある職

員の配属先部署を対象に、受⼊れにあたっての課題等を把握するための調査を実

施します。 

3 障がい者の活躍を推進するための環境整備・⼈事管理 



- 18 - 
 

② 障がい特性に配慮した募集・採⽤の実施  【市⻑部局及び教育委員会】 

○ 採⽤選考にあたり、障がいのある受験者からの要望を踏まえ、拡⼤印刷や点字で

の対応、⾯接での要約筆記者、⼿話通訳者を設置するなど、障がいの特性に配慮

した選考⽅法の実施に努めます。 

また、職員の採⽤については、職員の定年退職や再任⽤の勤務時間変更等を加味

しながら、計画的に⾏います。 

なお、募集・採⽤に当たっては、不適切な取扱いを⾏いません。 

 

③ 会計年度任⽤職員としての採⽤      【市⻑部局及び教育委員会】 

○ 正規職員での採⽤に加え、勤務時間に柔軟性のある会計年度任⽤職員として障が

いのある者を採⽤します。  

○ 「チャレンジド オフィス いちかわ」において、就労経験を積む機会を提供しま

す。 

 

④ 特別⽀援学校の⽣徒を対象とした職場実習の受⼊れ  

【市⻑部局及び教育委員会】 

○ 障がい者の社会参加や就労意識の⾼揚等を図るため、「チャレンジド オフィス 

いちかわ」において、特別⽀援学校の⽣徒を対象とした職場実習の受⼊れを⾏い

ます。  
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⑤ 障がいのある職員の確保と把握      【市⻑部局及び教育委員会】 

○ 募集・採⽤プロセスの改善 

⼗分な採⽤者数を確保できるよう、募集に関する周知⽅法や採⽤選考⽅法につい

て改善を図ります。 

○ 職員の障害者⼿帳の保持状況の把握 

情報提供に際し⼼理的なハードルを下げるなど、障害者⼿帳の保持状況の正確な

把握に努めます。 

 

⑥ 働き⽅の充実              【市⻑部局及び教育委員会】 

○ 多様で柔軟な働き⽅の推進  

体調に配慮しながら、安定的に働き続けられるよう、時間外勤務の縮減を含めた

多様で柔軟な働き⽅を推進します。 

○ 年次休暇等の取得促進  

⼼⾝のリフレッシュやワークライフバランスの実現を図るため、年次有給休暇や

各種特別休暇の取得を促進します。 
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⑦ キャリア形成の⽀援                   【市⻑部局及び教育委員会】 

○ 障がいのある職員の希望等も踏まえつつ、実務研修、向上研修等への受講を推奨

します。 

○ また、意欲や能⼒のある障がいのある会計年度任⽤職員については、障がい者を

対象とした職員採⽤選考の受験推奨を⾏い、正規職員への登⽤を図ります。 

○ 中途障がい者（在職中に障がいのある職員となった者をいう。）については、円滑

な職場復帰のために必要な職務選定、職場環境の整備等や通院への配慮、働き⽅、

キャリア形成等の⽀援を⾏います。 

 

⑧ 関係機関との連携                      【市⻑部局及び教育委員会】 

職員の採⽤・募集等に当たっては、ハローワークその他の就労⽀援機関等との連携

を図ります。 

 

  

○ 国等による障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律に基づ

く障がい者就労施設等への発注等を通じて、障がい者の活躍の場の拡⼤に、努め

ます。 

○ 障がい者就労施設等における⺠需拡⼤のため、当該施設等が⽣産・加⼯・製作し

た物品の販売の場の提供等に努めます。 

４ その他                   【全任命権者】 


